
防災・復興分野におけるビジネスマッチング

～ジェグテックの活用、事業継続力強化施策～

独立行政法人中小企業基盤整備機構
販路支援部



中小機構の概要

●全国に9つの地域本部、9つの中小企業大学校

●職員数 830人

●外部専門家 約3,000人 

(例 中小企業診断士、弁護士、公認会計士、税理士等)

●資本金  1兆2202億円（2024年5月現在）

中小機構の支援体制

●創業から企業の成長・発展、事業再生までを総合的に支援

●全国ネットワークを活かして高度・広域な支援を推進

●支援ノウハウを活かして、地域の支援機関の支援機能の向上を
支援

●地域の支援機関、大学、金融機関等と連携して中小企業を
複合的に支援

中小機構の支援事業の特徴

Tohoku Head 
Office

ああああああああああああ

Tokyo SME Training Institute

Seto SME Training Institute

Sendai SME Training Institute

Kansai SME Training Institute

Sanjo SME Training Institute

Hiroshima SME Training Institute

SME Training Institutes

Hitoyoshi SME Training Institute

Nogata SME Training Institute

Asahikawa SME Training Institute『我が国で唯一の中小企業政策全般にわたる総合的な支援・実施機関』

1



ステージ共通

成熟期成長期起業・創業期

事業の全体像

事業の創出 事業の発展 事業の継続

経営相談 人材育成

・インキュベーション

・アクセラレーション(FASTAR)

・ベンチャーデット債務保証

・起業相談AIチャットボット

・ワークショップ、セミナー、イベント

・ Japan Venture Award

・販路拡大

・マッチング（online/offline)

・海外展開支援

・生産性向上

・ IT導入促進

資金調達

・事業承継・引継ぎ

・事業再生

・災害対策

・共済制度

・事業再構築支援

・経営相談（対面 / TEL 他） 

・ SDGs・カーボンニュートラル相談窓口

・ E-SODAN（経営相談チャットサービス）

・ ハンズオン支援（専門家派遣）

・ものづくり支援

・ファンド出資
（起業・成長・再生支援）

・高度化事業（融資）

・研修（中小企業大学校）

・サテライト・ゼミ

・WEBee Campus
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1.ジェグテックによる
マッチング
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ジェグテックとは

日本全国の中小企業、海外企業、大手企業をつなぐ
ビジネスマッチングサイト

⚫ジェグテックは、製造業、卸売業、サービス業など幅広い業種の国内中小企業、大手企
業、海外政府機関が推薦する海外企業等、約38,000社が活用するビジネスマッチング
サイトです。

⚫新製品開発、事業提携、共同開発、受発注、代理店契約、海外取引など、ビジネスパー
トナー探しや新規取引に向けた商談等がサイト上で行えます。

⚫全国の中小機構のアドバイザーがビジネスマッチングのサポートを実施しています。

海外企業

9,000社

国内中小企業

28,000社

大手企業

1,000社

ニーズ等への提案

直接の商談

アドバイザーによるマッチングサポート

国内外支援機関

1,000機関
企業情報の発信

ジェグテックとは

マッチング件数 年間 12,000件

大学

70機関

大手メーカ・商社OB、海外取引に精通する専門家６０名がサポート



マッチングの概要

大
手
企
業
・海
外
企
業

優
れ
た
日
本
の
中
小
企
業
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大学・研究開発機関の連携
ニーズ・シーズ

中
小
機
構
に
よ
る
連
携
サ
ポ
ー
ト
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ジェグテックでできること

直接の商談

企業情報の発信

新たな取引先を見つけたい 共同開発先を探したい 新しい市場に進出したい

新たな取引先、顧客の獲得
新市場、新分野、海外での
販路開拓

新製品・サービスの創出

新たな取引先を見つけて、現
在よりも多くの受注を得たいが、

取引先、販売先探しに苦戦して
いる

製品開発を行うパートナー、アイデ
ア段階から新しい製品・サービスを
生み出す連携先を探したい

新市場、新分野、海外に踏み出
したいが、どのように連携先を探
せばよいか、取り組めばよいか
分からない

新たな取引先・顧客の獲得、新製品・サービスの創出、
新市場・新分野・海外での販路開拓を目指す中小企業がジェグテックを活用

ジェグテックでできること



ジェグテックニーズの内訳
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取引形態 割合 取引内容

加工・業務発注 27% 試作、特注、中量産、業務発注、業務委託

共同開発 26% 基礎研究、開発、試作開発、事業化

事業連携 24% 合弁事業、異業種連携、新規事業立ち上げ、保守・メンテナンス、VCとの取引

調達 15% 既存品、特別調達、開発調達、輸出

その他 8% 震災対応、その他

ジェグテック全体

うちスタートアップ向け案件

取引形態 割合

調達 40%

事業連携 28%

共同開発 26%

加工・業務発注 5%

その他 1%

取引形態 割合

共同開発 57%

事業連携 23%

加工・業務発注 11%

調達 9%

その他 0%

うち輸出、海外展開向け案件



ジェグテックを活用している大手企業（１000社）
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ジェグテックを活用している主な部門

１．調達部門（中量品、試作、特注、製造委託、業務委託、
新規調達先確保等）

２．研究開発部門（基礎研究、開発、試作開発、事業化、
オープンイノベーション等）

３．製造部門（現場改善、試作、開発、製造委託、システム
化等）

４．事業企画部門（事業連携、JV、投資、異業種連携等）

５．海外部門（調達、事業連携、JV等）
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SDGｓに貢献できる商品の調達
溶接、研磨等の特殊加工の外注

日本のヘルスケア商品の購入（海外バイヤー）
省エネに貢献する発電装置の調達

新しい用途で活用できる素材の調達
（工業、食品、塗料、医療向けなど） はんだシートのOEM生産

医療・福祉分野、介護補助製品の製造委託 防音や振動、低周波防止などで活用できる
製品やサービス、設備、素材等の調達

建築・土木業界で使える
オリジナリティのある商品の代理店契約

SUS304 30um厚シートの表面の鏡面
または均一凹凸化の加工

自動機の設計（機械・電気）
機械学習による危険物認識の共同開発

制御盤の設計製作
樹脂フィルムのペレット化加工

鉄やステンレスの精密金属加工 モータコアへの巻き線、樹脂モールド、
モータの試作の発注

非接触で人の代謝量を算出するための
画像分析、カメラシステム

アングル、パネル構造の板金筐体加工の
業務発注先

ジェグテックマッチングニーズ例
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ジェグテックによるビジネスマッチング①

大手企業、中小企業等から発注、問い合わせがメールで届きます

国内大手企業からのニーズ・スペックがメール等で届きます。

技術に詳しい中小機構の専門家が、マッチングをサポートします。

分
類 表面処理加工技術

ニ

ー

ズ

リードタイムの短縮、品質向
上のために、国内で高精度な
研磨（鏡面加工）技術を有す
る企業を探している。

ス

ペ

ッ

ク

（製品分野）工業製品
  （加工環境）－10～50℃
  （加工対象）金属又は樹脂
  （加工内容）研磨処理
   （要求レベル）Ra10nm以下
   （要求生産台数）5,000個 ／月

提
案

登録中小企業の皆様が提案
書を提出、国内大手企業が確
認

申込み

提案書

事業連携
提案書

国内大手企業と

の個別商談会に

参加

ウェブ上で事前マッチングを実施
中小機構が商談を

セット
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ジェグテックによるビジネスマッチング②

海外企業のニーズ発信型マッチング

海外政府機関が推薦した企業等、日本企業との連携を希望する海外企業
からのニーズがメール（日本語、英語）等で届きます。

中小機構の専門家が、マッチングをサポートします。
12

自動
車

自動車用の防犯ガラス（サイドガラス）
などを輸入したい。ハンマー等の打撃
に強いものを希望します。

提案
回答

国内、海外現

地等での個別

商談

WEB会議、対面

商談等による商

談

※各社がセット

ウェブ上で事前マッチングを実施

インドネシア企業の例

自動
車・
二輪
車

エンジン部品、車体部品、アクセサ
リーパーツ分野での事業連携・技術連
携を希望します。プレス成型、溶接等
の設備導入に関心があります。

登録企業

提案
回答

海外企業

回答

回答

産業
用機
械

インドネシア国内で、キッチン用品の
製造、金属板の注文加工に関連し、協
力出来る日本企業を探しています。

提案
回答

回答

中小機構が一部の
商談をサポート

Copyright © SMRJ



大手企業、海外企業等の発注、商社等の取引ニーズを掲載

加工発注

研究開発研究開発

大手新規
事業

調達 業務発注

業務発注 業務発注

業務発注 調達
加工発注加工発注

ログインすれば案件の詳細情報（図面、スペック等）を確認できます

ジェグテックによるビジネスマッチング③
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発注企業から商談指名を受けるためのサポート

ジェグテックに登録（無料）すると、ジェグテック内に自社ページ作成が可能に

自社PR、自社の強みの発信が可能（中小機構の専門家がデータマッチングをサポート）



中小企業
国内企業

海外企業

所在地：岩手県大船渡市（本社工場） 設立：1976年
資本金：30,000（千円） 従業員数：145名

機構部品（コネクタ、スイッチ、端子台など）の受託生産、
治工具、全自動組立検査梱包機の設計製作、切削部品生産、
制御盤の設計製作、各種ケーブルアッセンブリー加工、ロ
ボット制御開発及びロボットハンド設計製作、MIL規格コネ
クタの生産販売、板金溶接塗装（宮城工場）を行う。

株式会社理工電気

ニーズへ提案

◆通常の設備では対応できない、加工が困難な
材料の部品加工委託・量産等5件以上の案件を
受注した。

◆ロボット制御開発や自動機の設計製作技術に
おいても、メーカーとのマッチングが実現し
た。

◆ベトナム企業とも商談を実施し、ベトナム企
業との商談を継続中

マッチングの成果株式会社理工電気

◆通常の設備では加工が困難な材料、
超硬材や難削材にいたるまで短納期
かつ超精密な部品加工が強み。

◆部品だけでなく、電気機械・部品
メーカー向けに全自動組立・検査・
梱包機の設計製作、ロボット制御及
びロボットハンドの設計製作でも実
績あり。

自社の強みを活かし、
5件以上の量産案件などを受注！

<既存分野での新規顧客獲得>
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地域中核企業等のジェグテック、海外CEO商談会活用例

海外マッチング例（ジェグテック、海外CEO商談会）

【輸出】立山科学株式会社（富山県富山市） 売上高107億円、従業員233名、資本金9950万円

温度計測機器のベトナム展開に向け、海外CEO商談会、ジェグテックを活用。自社製品のベトナム販売に向け、販売代理店

の獲得のほか、製品使用方法の教育等を実施する事業連携パートナーを確保。産業用機器の現地販売につなげた。中小
機構は、商談の進め方、製品特徴の整理、海外企業との商談サポートを実施し、成約につなげた。

【合弁・事業連携】矢吹海運株式会社（東京都港区） 売上高101億円、従業員120名、資本金6000万円

ジェグテックにより、ベトナム企業から商談指名を受け、海外CEO商談会に参加。ベトナム企業が、日本ーベトナムのダイレク

ト輸送サービスを開始するにあたり、日本側のパートナーとして、合弁・事業連携を希望。両社が共同してベトナム主要港と
横浜港間の混載輸送サービスを開始。中小機構は、商談でのプレゼン方法、新規取引、資料作成に関するアドバイスを実
施し、成約につなげた。

国内マッチング例（ジェグテック）

【新規事業参入】A株式会社（広島県） 売上高70億円、従業員240名、資本金16億円

養殖市場の需要増加に対応するため、新しく養殖用冷却装置製造企業との連携を希望。同社はファブレス企業。ジェグ
テックで同分野でのノウハウ・技術を有する企業と商談。中小機構は、新規分野でのマッチングにおける課題の整理、課
題へのアドバイス等のサポートを実施。

【特注品発注】タマダ株式会社（石川県金沢市） 売上高110億円、従業員254名、資本金5250万円

燃料タンクの製造企業。他社から受注した大型のガスタンク製造にあたり、自社で対応することができない特注加工に
ついて、ジェグテックで納品地に近い取引先との商談を実施。茨城県日立市の企業に大型製缶加工を発注。中小機構
は、両社の技術的課題の確認、仕様、取引方法等に対するアドバイスを実施し、成約につなげた。

【共同開発】興研株式会社（東京都千代田区） 売上高106億円、従業員236名、資本金7億円

防塵マスクなど産業用マスク製造企業。新規商品開発にあたり、機能を高めた素材開発や防塵機能を高める製品開発パートナーとのマッ
チングを実施。中小機構は、新規分野でのマッチングにおける課題の整理、クリーンルーム開発候補先の提案に関するアドバイスを実施。



VC、大学等のジェグテック活用状況＜参考資料＞

日本ベンチャーキャピタル株式会社、Beyond Next Ventures、
New Commerce Ventures株式会社、株式会社環境エネルギー投資、
インキュベイトファンド株式会社、リアルテックホールディングス株式会社
栖峰投資ワークス株式会社、NES株式会社、スパークル株式会社、
株式会社みらい創造機構、Bonds Investment Group株式会社
STRIVE株式会社、新潟ベンチャーキャピタル株式会社など

上記、機構出資VCのほか、CVCが登録。
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機構出資VC等のジェグテック活用 50+のVCが登録済み

国の研究開発機関

産業技術総合研究所、 新エネルギー・産業技術総合開発機構、科学技術振興機構、
理化学研究所、宇宙航空研究開発機構など

大学（70大学）

東北大学、大阪大学、名古屋大学、広島大学、信州大学、金沢大学、金沢工業大学、
富山大学、群馬大学、和歌山大学、鳥取大学、大分大学、京都工芸繊維大学、高知工
科大学、大阪市立大学、大阪府立大学、神戸大学、甲南大学、近畿大学、上智大学、
岩手大学、電気通信大学、北陸先端科学技術大学 など



ジェグテックで連携する海外機関等（７０機関） ＜参考資料＞

海外政府機関

フランス貿易投資庁（ビジネスフランス）、 英国ビジネス通商省、ベルギーフランダース

政府貿易投資局、シンガポール企業省、シンガポール経済開発庁、インド商務省、イ
ンドネシア工業省、インドネシア協同組合・中小企業省、インドネシア投資庁、タイ工業
省、タイ中小企業庁、ベトナム計画投資省、フィリピン経済産業省、マレーシア中小企
業公社、マレーシア投資開発庁、台湾貿易センター、台湾工業技術研究院、香港貿易
発展局、韓国中小ベンチャー企業振興公団など

海外商工会議所、団体等
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ドイツ機械工業連盟、ドイツフラウンホーファー研究所、パリ・イルドフランス商工会議
所、欧州ビジネス協会、米国オハイオ州開発サービス庁、米国テキサス州オースティ
ン市、インド産業連盟、インド商工会議所連合会、ベンガル―ル商工会議所、シンガ

ポール経済連盟、インドネシア商工会議所、ベトナム商工会議所、タイ投資委員会、
タイサブコン協会、フィリピン商工会議所、フランス航空宇宙工業会、インド航空宇宙
工業会、高雄市工業会、インドネシア自動車部品工業会、シンガポール医療機器工
業会、マレーシア医療機器工業会など



２.防災・復興分野における
ビジネスマッチング
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防災・復興分野における商談会・ニーズ
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防災・復興分野における商談会・ニーズ
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防災マッチング 中小機構



防災・復興分野における商談会・ニーズ
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防災マッチング 中小機構



防災・復興分野における展示会（大阪・関西万博）
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商談目的：輸出、受注、発
注、調達

商談調整依頼ボタン

防災・復興分野における展示会（大阪・関西万博）
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防災・復興分野における展示会（大阪・関西万博）



3.事業継続力強化施策
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事業継続力強化が必要な理由
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過去10年間（2011～2020年）
に水害が発生した市町村の割合

南海トラフ地震の30年以内の
発生確率（2025年発表）

首都直下地震の30年以内の
発生確率（2025年発表）

出所：内閣府資料
地震調査委員会発表

98% 80% 70%

13日

23日

営業停止期間

18.1％

営業停止期間と取引先減少の割合事前対策と復旧に要する日数

事前対策は復旧までの日数を短縮でき、取引先の減少を防ぎます！

実施済み

一部実施済み

未実施

BCP・事前対策を

生産再開までの日数

41日

BCPなしだと

３倍の日数を

要しています。

取引先数が減少
した企業の割合

1週間以内 3カ月以内
出所：中小企業強靭化研究会中間まとめ（平成31年1月）

半年超

31.9％

64.8％ 半年間営業

を停止すると、

多くの場合、

取引先を失

います。

13日

23日
18.1％

近年、地球温暖化による気候変動の影響などもあり、全国どこででも水害が発生してもおかしくない状況です。
一方で、甚大な被害が発生すると予想されている南海トラフ地震や首都直下地震の発生確率も高まっています。
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事業継続力強化支援事業の概要
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促進する

助言する

改善する

⚫ ポータルサイトの運営
⚫ 事業継続力強化計画策定支援セミナー

⚫ 事業継続力強化計画の策定支援

⚫ 事業継続力強化計画のフォローアップ支援
⚫ 計画の実効性向上のためのワークショップ

国の認定制度である「事業継続力強化計画」の普及促進から策定支援、
フォローアップ支援、専門人材の育成まで幅広い支援メニューを用意してます。
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事業継続力強化計画策定支援・フォローアップ支援
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連携型の事業継続力強化計画
複数企業が連携して取り組む連携型計画

単独型の事業継続力強化計画
自社のみを対象とする単独型の計画

新規策定
支援 中小機構の地域本部・沖縄事務所にて

専門家によるアドバイスを実施

⚫ アドバイスは、訪問・オンライン・メール・電話のいず
れかで計３回程度、無料にて実施。

⚫ 策定後のフォローアップ支援も実施。

★詳しい内容は、強靭化ポータルをご覧いただき、
お近くの中小機構・地域本部までお問合せください。

外部委託による策定支援を実施

⚫ 専門家が１～３回程度、無料でアドバイス。
⚫ 認定を受けるための申請手続までサポート。

★令和７年度は７月以降に開始する予定です。

フォロー
アップ支
援

（参考）

一般社団法人日本中小企業診断士協
会連合会がフォローアップ支援を実施

★詳しくは日診連webサイトをご覧ください。
https://jigyokei-jikkoseikojo.jp/

連携型の事業継続力強化計画については、次のスライドを参照ください。
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連携事業継続力強化計画策定のススメ
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激甚化傾向にある自然災害に加え、感染症、サイバー攻撃など事業の継続に大きな影響を与える脅威に対
応するためには、個々の企業が単独で対策を講じることには限界があります。
他の企業と連携すれば、資源の融通、代替生産や情報共有、平時の訓練等、単独では対応が難しい部分
を相互に支援しあえます。

【連携事業継続力強化計画の策定支援フロー】
連携体の組成から計画の策定、フォローアップまで、無料で支援を実施します。

⚫ 連携のパターンは主に以下の４つのタイプがあります。
⚫ 自社のみでは対応不可・非効率な項目を複数企業で連携して、計画を策定します。

組合型
・人員の融通
・設備の共同導入
・車両・倉庫の相互利用

地域型
・共同避難計画、共同訓練
・電源・備蓄品の共同管理

①事前調整

連携の目的
対象災害
連携体制
等

②キックオフ

幹事企業に
よる構想・
概略の提示

③計画策定

全体計画
各社対応策

④申請（電子申請）

地方経済産業局

認定取得

お申込み・お問い合わせは
各地域の中小機構へ

幹事企業・事務局と
機構専門家が打ち合わせ

機構専門家による説明会

機構専門家が助言
個社対策も支援

相互補完・成長型
・代替生産
・人員・設備の融通
・原材料・部品確保の協力

サプライチェーン型
・需給情報、被害情報の共有
・上位企業による復旧支援

北海道本部 011-210-7473

東北本部 022-716-1751

関東本部 03-5470-1606

中部本部 052-201-3009

北陸本部 076-223-5546

近畿本部 06-6264-8613

中国本部 082-502-6555

四国本部 087-823-3220

九州本部 092-263-0323

沖縄事務所 098-859-7566

本部 03-6459-0042

顧客からの信頼の向上 競争力の強化 地域経済の安定
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■オンラインセミナー

■関係機関との連携セミナー

★強靭化ポータルのお問合せフォームからお問合せください。

https://service.smrj.go.jp/cas/customer/questions/355729ee3cb349ec8a673f6a0780194c

関係機関（商工会・商工会議所、自治体、金融機関等）が開催する
事業継続力強化計画に関するセミナー等に講師を派遣しています。

事業継続力強化計画策定支援セミナー

基礎編 毎月・第３木曜日 ＊一部除く
11:00～12:00（60分）

応用編 毎月・第４火曜日 ＊一部除く
10:30～12:00（90分）
＊事業者向け・支援者向けの２コース

基礎編と応用編の２つのコースを月に２回、無料で実施しています。

★強靭化ポータルからお申込みください。
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●中小企業の経営課題に合わせて専門家を企業に数か月派遣。企業が課題解決に向けて取り組むプロジェ
クト支援を行っている。令和５年度からCNをテーマとするハンズオン支援を開始。

■CNに向けたCO2排出量削減計画の策定・実行等を経営支援として実施（有料）

■支援開始前に複数回の現場調査・ヒアリングを実施し、経営者との対話を通じて経営課題の優先順位、
支援方針を見極めて専門家から「支援計画書」を提案。

■企業はプロジェクトチームを編成し、企業が主体となったプロジェクト活動を支援。

■課題解決プロセス（PDCA）を現地OJTで支援。CNに取り組む「人材育成」や「仕組みづくり・定着
化」を図り、CN課題解決を通じた経営改善を支援。

●双方で、プロジェクトチームを編成 ●支援計画書に基づき支援サイクルをまわす

ハンズオン支援事業（CN対応）
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独立行政法人中小企業基盤整備機構

販路支援部マッチング支援課  打田

Eメール:uchida-s@smrj.go.jp 電話：03-5470-2375

防災マッチング 中小機構
海外販路開拓、ビジネスマッチングなど

いつでもお気軽にご相談ください。
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ジェグテック

mailto:uchida-s@smrj.go.jp
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